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平成 26 年 11 月 25 日 

各  位 
 
 

会 社 名 株 式 会 社 エ フ ・ シ ー ・ シ ー

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 松 田 年 真

   （コード番号７２９６ 東証１部）

問 合 せ 先 取締役事業管理統括 松本隆次郎

  （ T E L . 0 5 3 - 5 2 3 - 2 4 0 0 ）

 

 

インドにおける新会社設立並びに FCC RICO LTD.の株式取得及び 

商号変更に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 26 年 11 月 25 日開催の取締役会において、平成 26 年９月 25 日開催の取締役会で決議

したインドにおける Rico Auto Industries Ltd.（以下、「合弁先」）との合弁解消に伴い、合弁先と合

弁で設立した FCC RICO LTD. の株式をインドに新たに設立した子会社（以下、「新会社」）及びフィリ

ピンの連結子会社で取得することを決議いたしました。また併せて FCC RICO LTD.の商号変更も決議い

たしましたので下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

 

１． 新会社の概要 

合弁解消に伴い、合弁先の所有する FCC RICO LTD.の株式を取得する特定子会社で連結子会社となる

会社をインドに次のとおり設立いたしました。 

なお、新会社の資本金は平成 26 年 11 月 27 日付の増資により 1,250 百万インドルピーとなり当社の

特定子会社で連結子会社となります。 

《新会社の概要》 

① 商 号 FCC CLUTCH INDIA PRIVATE LTD. 

② 所 在 地 インド ハリヤナ州 グルガオン 

③ 代 表 者 名 水谷 鉄雄 

④ 事 業 内 容 二輪車・四輪車用クラッチ及び同部品の製造販売 

⑤ 資 本 金 1,250 百万インドルピー 

⑥ 設 立 平成 26 年 11 月７日 

⑦ 大株主及び持株比率 当社  100.0％  

 

２． FCC RICO LTD.の株式取得 

(1) 平成 26 年９月 25 日締結の株式譲渡契約に基づき、新会社及び FCC(PHILIPPINES)CORP.で合弁先  

が所有する FCC RICO LTD.の全株式 3,950,000 株を取得いたします。
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(2) 取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式数の状況 

  新会社 FCC(PHILIPPINES)CORP. 

① 取得前の所有株式数 0 株  （ 0.0％） 0株  （ 0.0％）

② 取 得 価 額 4,455 百万インドルピー 495 百万インドルピー

③ 取 得 株 式 数 3,555,000 株  （45.0％） 395,000 株  （ 5.0％）

④ 取得後の所有株式数 3,555,000 株  （45.0％） 395,000 株  （ 5.0％）

（注）１．（  ）内は FCC RICO LTD.の発行済株式総数に対する持株比率であります。 

   ２．取得後、当社所有の 3,950,000 株を含む FCC RICO LTD.の発行済株式総数 7,900,000 株

に対する当社グループの所有割合は 100％となります。 

 

(3) 取得時期 

平成 26 年 12 月上旬（予定） 

 

(4) 連結業績に与える影響 

平成 27 年３月期の連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

３． FCC RICO LTD.の商号変更 

新会社及び FCC(PHILIPPINES)CORP.による合弁先の所有する FCC RICO LTD.の株式取得後、FCC RICO 

LTD.の商号を FCC INDIA MANUFACTURING PRIVATE LTD.へ変更いたします。 

 

(1) 合弁先の所有する株式取得後の FCC RICO LTD.の概要 

① 商 号 FCC RICO LTD. 

② 所 在 地 インド ハリヤナ州 グルガオン 

③ 代 表 者 名 水谷 鉄雄 

④ 事 業 内 容 二輪車・四輪車用クラッチ及び同部品の製造販売 

⑤ 資 本 金 79 百万インドルピー 

⑥ 設 立 平成９年４月 

⑦ 大株主及び持株比率 
当社  

FCC CLUTCH INDIA PRIVATE LTD.

FCC(PHILIPPINES)CORP. 

50.0％ 

45.0％ 

5.0％ 

 

(2) 新商号 

FCC INDIA MANUFACTURING PRIVATE LTD. 

 

(3) 変更の理由 

合弁解消に伴い変更いたします。 

 

(4) 変更予定日 

平成 27 年１月(予定) 

 

以 上 


